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平成21年（ワ）第2869号　損害賠償等　請求事件
原 告：長 岩　均
被 告：国
東京地方裁判所民事第24部合議C係　御 中
2009年4月12日

原 告　 長 岩　均
（１）求釈明
1. 昭和３４年（あ）七７１０号同１２月１６日大法廷判決文

「指揮権、管理権を行使することにより、同条１項において永久に放棄することを定めたいわゆる侵略戦争を引き起こすがごときことのないようにするためであると解するを相当とする。従って同条２項がいわゆる自衛のための戦力の保持をも禁じたものであるか否かは別として、同条項がその保持を禁止した戦力とは、わが国がその主体となってこれに指揮権、管理権を行使し得る戦力をいうものであり」つまり、「指揮権、管理権を独自に行使できる軍隊は憲法９条１項・２項違反＝違憲」を判決している。

事実：2009年4月5日、朝鮮民主主義人民共和国は人工衛星を打ち上げた。これを迎撃すべく、自衛隊は地上配備型迎撃ミサイル（ＰＡＣ３）を配備した。

この作戦は独自の指揮権、管理権発動か？独自であるとすれば、上述「田中耕太郎判決」との整合性は？米軍指揮下での作戦であれば「集団的自衛権行使」ではないのか？

2. 1.イラク派兵差し止め訴訟(名古屋高裁・岡山地裁判決)について

I. 判決文において｢憲法９条違反と事実認定された」事実についての見解を質す。

3. 海上自衛隊ソマリア沖派兵について

新聞報道では、被告・国の見解は｢海賊は国に準ずる軍隊ではなく民間人だから武力行使にあたらず憲法９条違反ではない。」とするが事実か？また、相手が民間人なら、国際法違反・ジュネーブ条約違反に該当する「武力行使」ではないのか？見解を質す。砂川事件：田中耕太郎判決が9条違反につき禁止する戦力＝武力行使ではないのか？

4. 憲法の最大の権能は過去の戦火の反省に立ち、｢被告・国の武力行使抑止」である。

今後も米軍と一体となった憲法違反自衛隊派遣行動を続ける予定か？見解は？砂川事件：田中耕太郎判決との整合性は？自軍独自の指揮権を放棄し、米軍の指揮下に入れば違憲ではないとして集団的自衛権の行使に突入するのか？

5. 当該安保条約は、沖縄ほか米軍基地からのベトナム爆撃事実に拠っても、一般国際強行規範違反が明らかであることは訴状でものべた。

被告・国は、原告の訴え1）日米安保条約無効確認　に対する｢却下申し立て」理由を「付随的違憲審査権」論でしか弁論していない。「一国民（納税者）の適格だけでは、条約に対する異議申し立て権は失当である」ことの憲法・法令根拠明文規定並びに類推規定を明示すべし。
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